

















第 1章 会計監査役制度の変遷 
本章では、会計監査役制度の変遷を概観することとしたが、会計監査役制度の創設の前
後から 2003 年 7 月 1 日の法律までの展開、同法律による改正内容、2005 年 9 月 8 日のオ
ルドナンスによる改正内容、2008 年 12 月 8 日のオルドナンスによる改正内容についてそ
れぞれ検討した。 





開について検討した。まず、1867 年 7 月 24 日法律のもとでの「監査役」制度について述
べたが、株式会社の準則主義が認められる代わりに「監査役」の選任が義務づけられたこ
と、独立性が確保されておらず専門的能力も要求されていなかったのでその実効性に疑問










年 3 月 1 日の法律（経営難予防法）によって、一定の基準を満たす商事会社その他多くの
団体において会計監査役の選任が義務づけられ、警告手続の任務など会計監査役の任務の
内容がさらに増大したこと、こうした会計監査役制度の拡大にともない、2001 年 5 月 15
日の法律によって会計監査役の選任が義務づけられるすべての者に適用される規定がおか
れるようになった（会計監査役制度の等質化）ことを示した。 








2001 年 5 月 15 日法律において試みられた会計監査役制度のと統一化は、2003 年 8 月 1
日法律を経て、2005 年 9 月 8 日のオルドナンスにより達成された。具体的には、商法典第
8 編「規制職業（professions réglementées）」に「会計監査役」と題する第 2 章をおき、株
式会社に関する規定（商法典第 2 編）のなかにおかれていた会計監査役に関する規定群を
そこに移している。第 3 節では、この 2005 年 9 月 8 日オルドナンスによる改正内容につい









第 2章 会計監査役の任務 
会計監査役制度の改正にともない会計監査役に多くの任務が課されてきたことは第 1 章
において示したが、現行制度のもとで会計監査役がどのような任務を負っているのか整理
する必要があると考えたため、第 2 章では会計監査役の任務の概要を示した。 
1867 年 7 月 24 日法律における「監査役」の任務から「会計監査役」の任務として引き





















第 3章 会計監査役の独立性の確保 
第 1 章で検討した 2003 年 8 月 1 日法律は、これまでの規制を踏まえてさらに厳格かつ詳
細な独立規制をおいた。2003 年 8 月 1 日法律は倫理規程集（code de déontlogie）の承認を






















第 4章 会計監査役会社 
会計監査役は、「会計監査役会社（société des commissaires aux comptes）」を設立して
会計監査役の職業を遂行することができる。会計監査役の民事責任を検討するうえでは、
自然人会計監査役だけではなくこうした法人会計監査役の制度についても明らかにしてお
く必要があると考えたため、第 4 章では、「会計監査役会社」制度について検討した。 
まず、会計監査役会社制度が創設され、その後会計監査役会社としてどのような会社形
態が許容されるに至ったかを概観した。第 1 節では、1966 年 7 月 24 日法律によって会計
監査役会社制度が創設されたが、その当時は原則として自由職専門家一般のための会社で
ある「専門職民事会」形態での設立が認められていたにすぎないこと、1984 年 3 月 1 日法
律より、株式会社・有限会社等の普通法上の商事会社形態の会計監査役会社の設立が許容








商法典 L. 822-9 条（会計監査役会社の原則規定）が適用される会計監査役会社（普通法上
の商事会社形態をとった会計監査役会社）の場合と、会計監査役自由職遂行会社（自由職
遂行会社に関する 1990 年 12 月 31 日法律の適用を受ける）の場合に分けて、社員構成に関
する規定の内容と独立性を確保する仕組みについて検討を行なった。 







遂行会社では 1990 年 12 月 31 日法律によって、職業外の者の保有要件が一部緩和されてい



































































第 3章 対会社責任における会計監査役の責任の限定 



















































そこで第１節では、会計監査役会社制度の概略を示した後に（第 1 部第 4 章参照）、監査
担当者の個人責任に関する明文の規定を検討した。（会計監査役）専門職民事会社および（会
計監査役）自由職遂行会社の場合には法文上、職業行為を行なった者（監査担当者）の個
人責任、および会社との連帯責任を認める規定がおかれている（1966 年 11 月 29 日法律 16
条、1990 年 12 月 31 日法律 16 条）。それ以外の会計監査役会社（普通法上の商事会社形態
が選択されることが多い。以下、「会計監査役商事会社」という）には、原則規定である商
法典 L. 822-9 条が適用されるが、監査担当者の責任に関する定めがない。 
そこで第 2 節では、会計監査役商事会社における監査担当者の責任について、判例と学
説の検討を行なった。裁判所は当初、監査担当者が会計監査役会社の名において作成する
監査報告書に署名を付すことを定める規定（1969 年デクレ 69 条〔商法典 L. 822-94 条〕）
および会計監査役会社だけでなく自然人会計監査役も付保義務を負うことを定める規定
























告（以下、「2008 年勧告」という）が公表されたため、本章第 1 節では 2008 年勧告に至る
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までの経緯と 2008 年勧告の内容について検討するとともに、第 2 章では 2008 年勧告に対
するフランスの対応を見ていくこととした。 
第 1 節ではまず、法定監査人制度に関するヨーロッパにおける議論の展開について検討














入に関する議論を紹介し、2008 年勧告の掲げた 3 つの方法はどれも、理論的にはフランス
の現行法制度と合致しないことを示した。すなわち、法定上限制は「全額賠償の原則」に
反することになり、比例責任制は「全部義務の原則」に反することになり、契約による責
任制限は会計監査役の民事責任の制度（通説では不法行為責任と解されている）とは適合
しないことになる。 
また実質面においても、共同会計監査役制（連結計算書類提出会社において 2 名）のた
めに監査市場の集中度が諸外国ほど高くはないこと、訴訟件数・請求額は増大する傾向に
あるが英米のように危惧する状態にまでは達していないこと、したがって付保可能性につ
いても危機的状況にあるわけではないことを示した。そして判例は、「全部義務」を前提に
しつつも一種の「比例的」解決を行ない、会計監査役の責任を会計監査役のフォートから
生じた損害に限定してきたということもあわせて指摘した（特に対会社責任、倒産時の責
任の場合）。以上の検討から、フランスにおいて理論的には責任制限を導入するのは困難で
あり、実質的にも責任制限を導入するインセンティブがないということを明らかにした。 
 
本論文では以上のような検討を行なってきたが、会計監査役の対第三者責任および倒産
時の責任については判例の概略を示すにとどまった。今後は、これらの責任に関する判例
法理の詳細な検討を行なうとともに、その成果を踏まえたうえで日本法（会社法上の会計
監査人の責任、金融商品取引法上の会計士・監査法人の責任）との比較研究を行ないたい
と考えている。 
以 上 
